
この PDF パッケージには複数のファイルが含まれています。
PDF パッケージに含まれる文書の閲覧、作業には、Adobe Reader または Adobe Acrobat の 
バージョン 8 以降のご使用をお勧めします。最新バージョンにアップデートいただくと、 
次のような利点があります。

•  効率的で、統合された PDF 表示

•  簡単に印刷

•  クイック検索

最新バージョンの Adobe Reader をお持ちでない場合

ここをクリックして最新バージョンの Adobe Reader をダウンロードできます

既に Adobe Reader 8 をお持ちの場合
この PDF パッケージ内のファイルをクリックして表示できます。

http://www.adobe.com/jp/products/acrobat/readstep2.html




農業法人における管理会計問題の検討（飛田・岸保） ― 17 ―


【論文】


農業法人における管理会計問題の検討
農学と会計学の接点を探る


飛田　努・岸保　宏


１．はじめに
　元来、農業における会計研究は農業経済学の一分野として研究が進められてきた。京都大学
農学部を中心とした「京大式農家経済簿記」に始まり、昭和初期の農家経済や農民の教育レベ
ルに対応したものとして作られ、農業経済学の枠組みの中で独自の発展を遂げてきた。そこで
は多くの農家における経営と家計の未分離、経営財産と家計財産の不明確さなどから、企業経
営を対象とした企業会計とは相当に異なっていると考えられている。
　その流れを汲む小田・珍田〔2011〕は、農業生産に特有の諸種の性質である自然的制約と土
地利用という産業的特徴から派生した、①有機的生産、②作期の制約、③長期性が課す農業会
計の制約を解明することが農業会計学の研究の必然的な課題としている。また、農業における
会計が独自に内包する構造的制約の存在は「貨幣的測定、会計単位、会計期間という尺度、空
間、時間という一般に測定上の問題がある。これについても農業に特有の問題がどこまで考慮
するかである」（小田・珍田〔2011〕20頁）と指摘している。つまり、農業特有の問題を簿記
や会計にどのように組み込んでいくかが課題であるとされている。
　簿記、会計を行う目的は、ゴーイング・コンサーン（継続企業）である法人における利益計
算と財産計算を、期間を区切って行うことによって、利害関係者に対して経営状態を明らかに
することである。それは通常１年間である会計期間で区切られているため、先行研究に指摘さ
れているような農業の特質を反映させるように記録を捕捉することは容易ではないように見え
る。だが、簿記や会計はさまざまな業種の特殊性を取り入れながら、発展を遂げてきたという
歴史的経緯もある。近年の農商工連携、６次産業化へと展開した農業法人１を見れば、多様な
農業経営のあり方が存在し、生産だけでなく加工や飲食など、農作物に付加価値を付けて顧客
に販売するような事例も出てきている。このことは、単に農作物の生産だけを取り上げるので
はなく、生産、加工、販売のサプライチェーン全体の管理も含めて捉えるとともに、経営目的
や目標の実現を図るために組織成員を動機づけし、法人の存続のために利益を獲得するための
「管理」の重要性が高まることを意味している。農業法人の設立は簿記や会計を用いた管理を


１ 2015（平成27）年に農地法が改正され、従来農業法人と呼ばれていた法人は「農地適格所有法人」と改称さ
れた。本稿では先行研究との整合性、一般的にも農業法人という名称が使用されることが多いことを踏まえ、
農業法人という語を用いて論じることとする。
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所与のものとするがゆえに、農業を対象とした簿記、会計や「管理」を行う道具立てとしての
管理会計を検討することは意味があるだろう。
　そこで本稿は、農業を営む農家、または農業法人を対象とした会計のうち、特に管理会計を
対象として取り上げる。農学の枠組みの中で発展してきた会計学を本稿では「農業会計学」と
して取り上げ、農業会計学における管理会計である「農業管理会計」がどのように理解されて
いるのかを先行研究に基づき整理する。その一方で、簿記学や会計学の枠組みの中で農業を取
り上げた戸田〔2014〕や、筆者が広島県東広島市に所在する農業法人を対象として行った事例
研究をもとに、農業法人の管理会計実践とその課題について述べる。以上から、農業主体２が
自らの経営目的や目標を実現するためにいかに会計情報を活用していくのか、特に管理会計の
視点を中心に課題を抽出することにしたい。


２．農学による農業会計学・農業管理会計の先行研究
　まず、ここでは農学による農業会計学、農業管理会計の先行研究に触れていく。その目的は、
農業会計学おける管理会計が何を対象とし、どのような研究課題を抱えているのかを明らかに
することである。農業管理会計研究を理論研究と事例研究とに区分して検討するとともに、そ
の課題を示すこととする。


　2.1．農業管理会計の理論研究の整理
　西村〔1969〕によれば、農業における会計は経営と家計の分離（持分）の明確化、収益（あ
るいは利潤）の分配と費用負担を把握すること、あるいは構成員の貢献、特に農業の評価など
を適正に処理することを目的として行うとされている。つまり、農業会計学の研究視点は、外
部報告向けではなく、農家あるいは法人自らの管理を行うための技法として捉えられてきたの
だと考えられる。
　こうした中で、阿部〔1970〕〔1989〕や稲本〔1986〕〔1990〕のように、農業会計学の研究者
が農業管理会計について以下のような指摘をしている。
　まず、阿部〔1970〕は、農業管理会計を「農業経営の、または農業者の行なう事業の、経営
管理のすべての過程について、貨幣数量的な情報を、その経営者、管理者に提供することを目
的とする会計である」（阿部〔1970〕43頁）と定義した。ここで言う農業管理会計とは、主と
して原価計算を日常の継続した農業経営の管理過程の統制ならびに計画のサイクルと噛みあっ
た「農業の経営改善に役立つための資料の提供」（阿部〔1970〕47頁）に重点が置かれる。さ
らに、経営意思決定に有用な会計情報は従来の伝統的な複式簿記を基盤にした貨幣的情報のみ
ならず、非貨幣的情報を含めた極めて広範な領域を考慮すべきではないかと指摘している（阿


２ ここで言う農業主体とは、農家や農業法人のような法のもとの「人格」を備えた主体を指している。会計公
準に「会計主体の公準」があるように、ここでは農家や農業法人という人格を備えた主体が会計を行うこと
を考えている。
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部〔1970〕47頁）。
　また、阿部〔1970〕〔1989〕や稲本〔1986〕では、商工業を対象とした会計理論を農業の家
族経営に適用する意義や限界を論じ、農業の技術的特質ではなく、家族の主体的特質を中心に
した会計理論に着目した。農業の主たる担い手である「農家」を意識して個人事業者を会計主
体として管理会計問題を接近しようとしたのである。特に、稲本〔1986〕は家族経営の会計の
取り巻く経営内部・経営外部条件の検討として以下の４点を指摘している。まず、家族経営が
多様に変化しているなかで、大規模・高収益経営＝自立経営が成立している。次に、大規模・
高収益経営に伴い、会計領域を生産管理から販売管理・財務管理等へと著しく拡大するように
導く。さらに、家族経営の会計は、ライフサイクルとの関連を強めてきており、ライフサイク
ルの観点から家族経営における会計領域は更に拡大して考える必要がある。最後に、家族経営
の意思決定過程を単一意思決定から組織的意思決定として認識する必要性が高まってきている
と同時に、家族経営における動機づけが重要になってきていることを指摘している。すなわち、
ここでは、農家を１つの組織体として位置づけ、法人のマネジメントと同様に捉えることに
よって、農家に管理会計（技法）の導入を図ることが意識されているように理解できる。
　その後、阿部〔1989〕は農業の取り巻く環境変化から阿部〔1970〕で示した農業管理会計の
定義を再構築する必要性を説くとともに、その研究領域の拡張と農業における管理会計の課題
を挙げた。ここでも主に個人農業者における家族経営を会計主体として捉え、農業の「管理」
を行うにあたっては、情報処理技術の発展に伴って管理会計の技法やその機能がいかにあるべ
きかを検討することが重要になりつつあるとした。この点は当時の時代背景もあるであろう。
だが、実際には農業経営における管理会計の情報は必要であるものの、管理そのものが困難で
あると述べている。すなわち、農業において会計による「管理」という概念を導入することが
難しいと指摘している。
　稲本〔1990〕は、農業法人の経営に対する会計のあり方、特に経営管理の関わりに着目し、
管理会計の課題と方法の検討をした。一般的な会計理論を農業法人の会計に適用する場合にど
のような問題が発生するか、特質をどのように捉えるかが焦点だと述べている。そして、組織
をマネジメントする上での機能分担の明確化、会計情報の効率的作成と伝達ということを重要
な基準として位置づけ、管理会計理論・会計技法の農業法人への適用の可能性と限界を考察し
た。一方で、一般の企業と農業法人とでは規模や形態、組織の運営原理は異なるが、集団とし
ての意思決定や動機づけに関して会計が不可欠である観点は同様であるとも述べている。
　以上のように、農業会計学における管理会計研究では、農家、あるいは法人経営を行うため
の管理に有用な会計情報を提供することが意識されてきた。また、農業法人の経営管理を行う
ための手段として管理会計を捉える研究も残されているが、いずれも農業が持つ特殊性（有機
的生産、作期の制約、長期性）を前提にして、農業を行う主体にどのように簿記や会計に基づ
いた経営管理という概念を根付かせるかに議論の中心が置かれていたと言えそうである。
　近年の研究では、小田〔2014〕が、農業が持つ特質を踏まえた会計研究が留意すべき点を次
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のように整理している（小田〔2014〕25頁）。第１に、農業生産は基本的に生命現象を利用し
た生産という特質から、標準化や規格化をめざす工業生産のようにインプットとアウトプット
との関係を人為的にコントロールをすることが基本的で困難であること。第２に、農業生産は
基本的に気象等の自然条件に大きな影響を受ける天候リスクだけでなく、在庫管理の困難性も
踏まえつつ豊作・不作の影響による市場における収益変動リスクに直面する。そのため、期間
費用・収益の対応を因果関係にもとづいて理解することが難しく、コスト・コントロールだけ
では収益が安定しないという特質を持つこと。第３に、農業生産は一般的に生産期間が数か月、
場合によっては１年以上の長期間を有するため、生産期間が会計期間に収まらない場合が発生
する。そのため、費用・収益の期間帰属の決定に際して合理的な理由づけが概して困難になる。
つまり、ここで主張されている農業会計の特質は、生命現象を利用した生産物であること、気
象等の自然状況やそれに伴う収穫量が変化するとともに、生産物によっては会計期間をまた
がって生産するものがあるために会計の大きな特徴である期間損益計算が困難であるというこ
とである。
　さらに、農業の特殊性については「農業においては、経営を存続するために損失に対処し、
コントロールすることが重要な経営課題であり続けてきた。すなわち、農業会計では、企業会
計のような分配利益計算が主な目的ではなく、損失の計算が重要な目的のひとつであり、今後
も農業会計学が追求すべき重要なテーマである」（珍田〔2014〕119頁）とされるとともに、自
然環境下で生産を行う農業における生産物の成否は人為的にコントロールできない部分が多く、
しばしば収量を大幅に低下させる災害も発生するとともに、作物によっては農業生産物の価格
変動が大きく収益について予測できない部分も多いとされている。これをもって、「基本的に
期間費用・収益の対応関係から導出された期間損益を因果関係にもとづいて説明する」手段と
しての会計を農業に用いることは本来的に難しいとも指摘している（小田〔2014〕25頁）。
　こうした指摘は農業会計学の特徴を捉える上で非常に重要である。すなわち、生産高を確保
するための投入量（インプット）を測定することに主眼が置かれており、農業が持つ産業構造
や特性を簿記・会計の中にどう取り込んでいくかに重点が置かれている。家業としての所得や
法人組織体としての利益を管理するという前提が会計学ほどは強く意識されていないと言えそ
うである。


　2.2．農業管理会計の事例研究の整理
　次に、農業管理会計に関する事例研究を見ていく。ここでは大室・新沼〔2007〕、大室・梅
本〔2008〕による先行研究と農林水産省〔2000〕によるアンケート調査を取り上げる。
　まず、大室・新沼〔2007〕では、こうした会計情報を処理する会計ソフトの活用に対して、
現在、最も多くの農業経営体に採用されている株式会社ソリマチの「農業簿記」ソフトを例に
し、ソフトの採用過程と機能評価をアンケート調査にもとづいて行っている３。機能評価では、
家族経営体におけるソリマチ会計システムの会計機能への期待として大きいものは、（1）青色
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申告に役立てること、（2）正確な利益を把握すること、（3）経営計画の策定に役立てることな
どであった。そして、採用後のソリマチ会計システムの有する財務会計機能については期待通
りの評価をしていたが、管理会計機能に対しては期待を下回っていた。その理由として、ソリ
マチ会計システムが管理会計技法を結合させていない会計システムであることが考えられると
した（大室・新沼〔2007〕65頁）。
　大室・梅本〔2008〕は、４つの事例をもとに、農業経営の意思決定場面において、会計上の
項目や指標の着目とその判断、規定要因の考察をしている（大室・梅本〔2008〕94-95頁）。こ
こから明らかになったのは、以下の４点である。第１に、一般の財務指標を経営者それぞれが
独自の観点により、最小限必要な会計情報を用いて、意思決定に活かしている点である。第２
に、戦略的な意思決定の局面に対して、投資判断の妥当性は、資金繰りの健全性をまず着目を
している点である。第３に、その局面に対して、実施あるいは改善の判断は、経営者自らの経
営努力によって削減できる可能性の高い項目に着目する点である。第４に、経営体として投下
資本に対する利益を追求するよりも、家族員への報酬を確保した上で、経営運営上の資金繰り
が問題なく維持することを第一とする財務管理がなされている。
　また、農林水産省〔2000〕によれば、農業経営の簿記会計の実態を基礎資料として、国が意
向調査を実施している。それ以降、国レベルでの調査は行っていないが、その調査結果は、以
下のとおりである。第１に、簿記会計の必要性は９割程度が必要と考えているが、５割程度が
これまで行っている。第２に、簿記会計の行う理由は、「税務申告に利用するため」が５割程
度である。続いて、農業経営の収入と経費の内訳を明確にする（約３割）、財務分析等による
診断を行い、農業経営に活用するため（約1.5割）という理由である。第３に、簿記会計を基
にした経営診断の必要性は、「これまでは経営診断を行っていないが、今後は行う必要がある」
が５割と最も高く、「今後も継続的に経営診断が必要である」という意見を合わせると、約８
割が必要であると考えている。第４に、経営診断の活用方法は、「経営状況全般の把握」が６
割と最も高く、次いで、「生産原価を把握し、コスト削減の明確化」、「経営作物の拡充、見直
しや多角化等の経営方針の決定」と続いている。
　これらの研究や調査から明らかなのは、農業主体における会計情報の利用は外部報告（税務
申告を含む）と内部報告（管理）の両面が意識されているが、現時点においては税務申告に代
表される外部報告が中心だということである。ただ、大室・梅本〔2008〕で示されているよう
に、設備投資や資金繰り（財務管理）において会計情報の有用性が高いとされており、これら
の情報に基づいた経営状況の把握、生産原価の算出による原価低減の明確化、経営方針の決定
といった管理会計情報としての活用も意識されていることが明らかである。ただし、これが実
務の中でどのように用いられているのかが十分に明らかにされていないと言えそうである。


３ この点は、岸保〔2014〕でも整理をしている。大室・新沼〔2007〕では、農協の誘導を指摘しているが、岸
保の整理による広島県の事例では、県・市・農協（JA）の３者による法人設立時の会合の影響を指摘して
いる。
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　2.3．小括：農業管理会計研究の課題
　以上のように、ここまで農業会計学から管理会計がどのように捉えられているのかについて、
先行研究をもとに述べてきた。
　農業管理会計の理論研究においては、簿記や会計に農業の特殊性という研究の前提をいかに
反映させるかを議論するとともに、農業主体の経営管理を行うために会計情報をいかに活用す
るか、目的をどのように設定するのかを主に議論している。近年の研究では、農業の特殊性に
鑑み、生産高を確保するための投入量管理を目的として会計を用いるのだという指摘である。
と同時に、経営目的や目標を実現するために組織成員を動機づける手段として会計情報の有用
性について指摘されていることは、会計学における管理会計研究が前提としている部分でもあ
り、双方の研究領域の接点になり得る。
　また、事例研究においては、簿記、会計は税務申告に代表される外部報告を主としており、
経営管理を行うために十分に活用されていない状況が示されている。
　このように、農業会計学における農業管理会計研究は、農業の特殊性を前提にして利益分配
よりも費用計算に重点が置かれていること、設備投資や財務管理における会計情報の有用性は
十分に認められているものの、農業主体において会計情報がどのように用いられているのか、
管理してどのように用いられているのかについては未だ明らかにされていないという課題があ
る。果たして、農業会計学が前提とするような「農業の特殊性」はどこまで考慮するべきなの
であろうか。農業主体において簿記や会計による「管理」という概念は根付いていないと言っ
て良いのであろうか。このあたりが農業管理会計を検討する際の課題として抽出できそうであ
る。


３．管理会計の農業法人経営への適用：広島県東広島市の事例をもとに
　次に、会計学の視点から行われている農業簿記・農業会計に関する先行研究から得られた知
見をもとに、筆者がこれまで行ってきた広島県東広島市における農業法人における管理会計実
践について検討を行うことにする。


　3.1．会計学の視点から見た農業簿記・農業会計
　戸田〔2014〕は、日本の農業者を５つのモデルに分類し、それぞれの段階において簿記や会
計がどのように機能しているのかについて論じている。５つのモデルとは以下のとおりである。
まず、モデル１は日本において多数を占める小規模兼業農家を、モデル２は営利的かつ自立的
思考を有し農業経営を効率的に行おうとする個人または小規模農家を、モデル３は集団で営農
し基本的に農業法人となっているモデルである。さらに、モデル４は、６次産業化ないし農商
工の連携により農業の産業化を目指す事業体を、モデル５は広範囲な資金調達活動を行うこと
を志向する農業関連上場企業をイメージしている。このように農業を行う主体をモデル別に区
分して検討を行った結果、戸田〔2014〕では農業と簿記、記録を捕捉することの関連性を以下
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のように整理している。


　表１は、戸田〔2014〕における農業経営主体別の記録の特徴や利用、「複式簿記の役割発揮」
（戸田〔2014〕）について整理したものである。
　これによれば、まずモデル１では、記録を録ることのインセンティブが著しく欠如している
とされている。これは、JAバンクの通帳記入への全面依存が主たる原因であり、記録を録る
ことと農家経営の連携が図られていないことを示唆している。次にモデル２では、JAから自
立し、そのために価格決定権を持とうとするため、モデル１農家と比して記録への意識は格
段に高いとされた。ただし、記録は複式簿記のような規則的・継続的記録によるものではな
く、農地への肥料の投入量の決定、状態の把握といったような貨幣量に基づくものではないも
のが重要視されている。モデル３からは法人組織となるが、農業法人には法人化に際して複式
簿記の適用が義務付けられており、複式簿記の役割・効果は有効に発揮されていると指摘され
ている。しかも、日々の企業活動を記録することにより法人構成員の管理を行い、費用を中心
とした利益計算と保有する財産計算を、複式簿記を用いて行い、財務諸表により組織成員の合
意形成機能をも果すことが示されている。そして、戸田〔2014〕では「複式簿記の役割・効果
は、法人化に踏み切ったばかりのモデル３農業法人において、特に強く実感されていた」（戸
田〔2014〕245頁）と指摘されている。さらに、モデル４となると、事業体として複式簿記や
会計の存在が所与とされ、複式簿記による記録の取得は経理処理あるいは事業運営の必須の手
段であり、その効果については十分に理解されているとされている。
　以上のように、戸田〔2014〕による考察によれば、農業主体がどのような状況にあるのか、
外部報告あるは内部報告によって利害関係者との調整を行う必要があるのかによって、複式簿
記を含む記録の有効性が異なることを示している。しかも、農業法人の設立によって複式簿記
が導入されたことによって、利益計算と財産計算を行うようになったという。


表１　戸田〔2014〕による農業経営主体別の記録の特徴・利用の整理


モデル 対象 記録の特徴・利用


モデル１ 小規模兼業農家 記録を録ることへのインセンティブが少なく、記録と農家経営
の結びつきが薄い。


モデル２ 自立志向を有する農家
（複式）簿記のような規則的・継続的記録によるものではなく、
農地への肥料の投入量の決定、状態の把握といった物量記録の
方が重要度が高い。


モデル３ 農業法人


複式簿記による記帳が義務付けられているとともに、記録をも
とに管理が行われる。特に利益計算と財産計算を複式簿記にも
とづいて行うことで、法人における合意形成を図る材料として
も用いられる。


モデル４ ６次産業体・
農商工連携事業体


複式簿記による記録の取得は経理処理あるいは事業運営の必須の
手段であり、所与として理解される。


モデル５ 農業関連上場企業 IAS41号「農業」の適用などを考慮した財務諸表の作成。
出所）戸田〔2014〕より筆者作成







熊本学園会計専門職紀要　第７巻　（2016年３月）― 24 ―


　農業経済学から派生した農業会計学においては、生産高を確保するための投入量（インプッ
ト）、費用や原価を測定することに主眼が置かれ、家業としての所得や法人組織体としての利
益を管理するという前提が会計学ほどは強く意識されてこなかった。一方で、一般的に会計学
では、法人がゴーイング・コンサーン（継続企業）であることが前提として議論されているが
ゆえに、収益と費用の差額としての利益を算出することが意識されている。すなわち、会計情
報を作成するプロセスである簿記による情報作成を行うのは、法人がその存続を担保するため
の管理を行うという側面があり、それは利益を管理することに集約されると考えられる。利益
を管理することにより、収益と費用を管理するということである。確かに農業は生物を取り扱
うがゆえに、製造業に比べて管理可能性が高くない。だが、簿記や会計は企業活動をある一定
の法則性、秩序を持って貨幣量で捕捉するものであり、多少の特殊性は考慮すべきではあるも
のの、農業法人であっても、一般的な企業であっても、その実務は大きく変わることはない。
　では、農業の現場における管理会計実践はいかなるものであろうか。以下ではこれまで筆者
が調査を行ってきた広島県東広島市における農業法人を事例に、農業法人における管理会計実
践がいかに行われているのか、そこから得られるインプリケーションは何かを検討する。


　3.2．農業法人における管理会計の実際
　これまで筆者が調査を行ってきた広島県では、1998（平成元）年より集落を基盤とした農業
法人である「集落法人４」の設立を促し、その育成を図ってきた。現在、広島県における農業
法人の設立は2000（平成12）年時点で10法人であったものが、2016（平成28）年には264法人５


まで増加し、各地でその設立が進んでいる。これらの集落法人では地域を守ることと、地域還
元額の最大化の２点が経営目標として共通していることが特徴として挙げられる。すなわち、
前者は先に述べたように集落法人化のそもそもの目的、目標である一方で、地域還元額とは付
加価値に近い概念であり、農業法人から法人に所属する農家に対してどれだけの分配が行われ
ているのかを示す指標である。
　飛田・岸保〔2012〕〔2015〕〔2016〕、岸保〔2015〕では、広島県東広島市の複数の農業法人
を調査して以下の点が明らかになってきた。それは、集落法人の設立を経緯にして簿記や会計
といった経営に欠かせないツールが導入され、農業に経営や管理という概念を根付かせること
ができている法人が出てきているということである。そして、簿記や会計に基づく経営管理が
行われるようになったことで法人経営の安定化を図ることができるようになったこと、設備投
資を行うのに十分な余力はあるにもかかわらず、人員を確保できないがゆえに事業拡大ができ
ない法人なども存在するということでもある。また、近年では集落法人においてバランスト・
スコア・カード（Balanced Scorecard：以下、BSC と略記する）や戦略マップを作成するな


４ 高橋〔2010〕によれば、広島県では集落単位の法人化による集落農場型農業生産法人を「集落法人」と呼ん
でいるという。本稿でも、「集落法人」は同義で用いることにする。


５ 設立件数は268法人だが、このうち合併などにより４法人減少している。
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どして、集落法人経営をより戦略的かつ組織成員の目標を一致させる取り組みも行われており、
洗練された管理会計技法の導入も進められている（山本〔2008〕）。
　以下では、これまでの調査、あるいは先行研究の中で明らかになっている集落法人における
管理会計の実際について整理していくことにする。


　3.2.1．複式簿記、財務諸表の作成による効果と付加価値の分配
　ここでは、まず飛田・岸保〔2012〕で取り上げた農事組合法人さだしげ（以下、さだしげと
略記する）の事例について述べていく。
　農事組合法人さだしげのある貞重地区は東広島市の東北部に位置し、農地標高270m～370m
において棚田群を形成しており、稲作を中心とした兼業農家集落である。2001（平成12）年11
月にさだしげ営農集団を農事組合法人へと組織再編して設立した。法人設立当初、組合員39名、
集積面積25.6ha、水張面積20.2ha、資本金3,462,000円、役員７名、監事３名であった。多くの
集落法人がそうであったように、さだしげでは法人化移行の目的の１つに税制上の優遇措置な
どのメリットが挙げられていた。ただ、実際に法人化し、事業活動を継続していく中で以下の
点に気づきを得ることになった。
　まず、農業法人全体の資産状況の把握、特に農業機械等の固定資産管理に会計情報が有用で
あるということである。これまで各農家で農業機械を購入していたが、いわゆる「ドンブリ勘
定」であったという。貞重地区の農家の大半は兼業であり、別途得られる給与所得をも含めて
農業機械の購入に関わる投資経済計算をしていた。だが、法人化以降はそういったことも無く
なり、当初購入費や各年次の減価償却費の計上額が明確になった。次に、会計あるいは複式簿
記にこれまで触れたことがなかった会計担当者が会計ソフトを使用することによって複式簿記
による処理を行うことができるようになった結果、誤りのない情報を作成することができるよ
うになったことである。これを戸田・岸保〔2012〕では「複式簿記の自検機能」として取り上
げ、複式簿記による管理の意義として挙げている。最後に、法人内部における成果・資金の分
配（賃金、次期投資等）に関する合意形成が可能になったという。理事会等で農作業に関わる
賃金等を取り決める際、財務諸表や製造原価明細書をもとに組合員に説明を行うことを通じ
て、その価格が適正であるかどうか否かについて合意形成を図りやすくなったという。特に情
報の共有については、年に１度開催される総会によって行われるとともに、集落法人によって
は「集落還元額」および「集落農業所得」と呼ばれる広島県内の集落法人で用いられている独
自の付加価値指標が用いられる場合もある。
　図１は、集落法人の総会資料等で示される集落還元額の算出モデルである。この図は集落法
人の収益と費用の対応関係を説明するためにも用いられる図である。
　まず、集落法人の事業活動は農作物の販売あるいは加工した製品の販売によるものであり、
これが「農作物売上」として示される。
　次に営農外収益があるが、これは補助金等によって得られる収益であり、損益計算書上では
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営業外収益に該当するものである。補助金は圃場整備や６次産業化を推進する事業へ補助され、
集落法人の本業である農業そのものに補助されるわけではないが、多くの集落法人では営業損
失（赤字）になっているため、集落法人の損益計算書上では損失の穴埋めに使われているよう
に見えてしまう（飛田・岸保〔2011〕〔2015〕〔2016〕）。
　一方で費用を見ると大半が売上原価に含まれることになる。この中から組合員に支払われる
労務費、土地や水、畦畔管理など、法人が農家所有の資産を用いる際の手数料として支払われ
る金額（損益計算書上では支払地代として計上される）、機械等の賃借料や作業を委託した場
合に支払われる委託料が「集落還元額」として示される。すなわち、集落還元額とは、集落法
人が経費として集落構成員に支払った労務費・支払地代・作業委託費・役員報酬の合計であり、
「集落法人にとっては経費の支出であるが、集落の構成員の立場から見ると所得になる」（楠本
〔2010〕183 184頁）となる。さらに、このように算出された集落還元額に集落法人の経常利
益を加えたものが「集落農業所得」と呼ばれる指標になる。これは集落を１農場として経営し
た時の成果であり、集落住民が稼得した農業所得であるとも言える。
　以上のように、広島県の集落法人では、財務諸表を単に示すだけでなく、農作物売上と補助
金等が含まれる営農外収益が組合員にどれだけ分配されているかが指標として示されている。
すなわち、組合員自身が生み出した付加価値が自らにどれだけ分配されているかが示されると
ともに、こうした指標を情報として共有することによって組合員の法人経営への参画意識を高
めることにつながっていると言えよう。


　3.2.2．６次産業化にともなう設備投資意思決定：農業法人特有の意思決定
　次に、岸保〔2015〕と飛田・岸保〔2016〕で取り上げた６次産業化を推進している集落法人
における設備投資の事例を見ていこう。
　農事組合法人ファーム・おだ（以下、ファーム・おだと略記する）は、2005（平成17）年11
月に東広島市河内町小田地域で設立された農事組合法人である。経営規模は84.0ha、水張面積
は70.0ha と、広島県内で最大規模の農事組合法人である。小田地域では2003（平成15）年10月


図１　収益・費用と集落還元額の位置づけ
総会資料で示される集落還元額の算出モデル 損益計算書 集落還元額の算出指標


農作物売上
売上原価（肥料・農薬・材料） 売上高 農作物売上
一般管理費


売上原価


肥料・農薬・材料
その他経費 労務費


営農外収益
集落還元額


労務費 支払地代（土地・水・畦畔管理費）
支払地代（土地・水・畦畔管理費） 賃借料
賃借料 作業委託
作業委託 その他経費


棚卸資産（期末在庫） 一）棚卸資産（期末在庫）
当期利益 販売費および一般管理費


営業利益
営業外収益 営業外収益
営業外費用
経常利益


出所）各法人の総会資料または岸保〔2015〕より筆者作成
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に「自治組織 共和の郷・おだ」という地域の自治を行う住民自治組織が組織され、ファーム・
おだはこの組織を基礎として設立されている。組合長の吉弘昌昭氏は、広島県の農業改良普及
員、広島県農業会議事務局次長として、広島県内の集落法人設立に尽力し、その後に出身地で
ある小田地域で農事組合法人の組合長に就任した。
　ファーム・おだは、他の広島県内の農事組合法人と同様、「地域を守る」ことに設立の主旨
が置かれていた。ただ、極めて特徴的なのは地域を豊かにしていくための１つの方策として６
次産業化を位置づけていることである。さらに、６次産業化に伴う設備投資や人員確保等の経
営上のリスク要因をどのように捉えるかが特徴的である。以下では６次産業化への展開プロセ
スを見ていこう。
　ファーム・おだでは、2005（平成17）年の法人設立時から６次産業化への展開を想定し、具
現化するための準備を重ねてきた。2010（平成22）年時点においては、米粉パンを製造するの
に要する建物に約1,000万円、製パン設備に約1,300万円が必要だと試算されたが、国の「農業
主導型６次産業化整備事業」による半額補助に加え、「戸別所得補償モデル対策」を活用する
ことで設備投資を行うことが計画されていた。


　図２は、ファーム・おだにより公開されている貸借対照表を用いて作成した資金運用表であ
る。これによれば、米粉パン工房の設立には「農業主導型６次産業化整備事業」などの補助金
だけでなく、農業経営基盤強化準備金６の取り崩しが主たる財源であることが推測される。こ


図２　ファーム・おだの資金運用表〔2011-2012年度〕
短期資金の部　　　　　　　　　　　　　（単位：円）


現金・預金 -8,212,100 買掛金 8,556,562
売掛金 60,080 短期借入金 10,000,000
棚卸資産 19,263,529 未払金 2,456,654
短期貸付金 10,000,000 預り金 1,056,241
その他流動資産 -444,049
長期資金へ 1,401,997
合計 22,069,457 合計 22,069,457


長期資金の部
建物 4,451,528 長期借入金 18,285,000
建物附属設備 3,729,307 資本金 0
構築物 2,809,636 利益準備金 100,000
機械装置 468,087 農業経営基盤強化準備金 -20,497,324
車両運搬具 1,807,756 従事分量配当 -12,773,281
工具器具備品 528,445 繰越利益剰余金 26,487,717
建設仮勘定 -790,650
投資その他の資産 0 短期資金より 1,401,997
合計 13,004,109 合計 13,004,109


出所）ファーム・おだ各年度貸借対照表より筆者作成


６ 農業経営基盤強化準備金とは、担い手が、水田・畑作経営所得安定対策などの交付金や補助金を農業経営改
善計画などに従い、農業経営基盤準備金として積み立てた場合、この積立額を個人は必要経費に、法人は損
金算入することができる。さらに、認定計画等に従い、５年以内に当該準備金を取り崩したり、受領した交
付金等を準備金として積み立てずに受領した年（事業年度）を用いたり、農用地や農業用機械・施設等の固
定資産を取得した場合には圧縮記帳ができる。農業経営基盤強化準備金を利用すると、税負担なしに内部留
保できる制度であると同時に、内部留保した運転資金として活用できる他、事業発展のために将来と投資に
充てることが可能となる。
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れと合わせて長期借入金による資金調達を行うことで。2012（平成24）年４月末に米粉パン工
房の設立が設立された。以後、米粉パンは販売を順調に伸ばし、東広島市の中心部である西条
地域にも店舗を出すなどして、拡大を続けている。
　以上のように、ファーム・おだにおいて米粉パン事業を推進する中心にいるのは、さまざま
な農政に関係する制度、とりわけキャッシュフローの確保やリスクを低減して設備投資を行う
ことができるさまざまな支援制度に精通している人材である。６次産業化への展開を図るにあ
たりさまざまな補助金や助成金制度が整備されているが、それ以外にも農地を整備する、設備
を購入するなど農業を安定的に行うために整備された補助金や助成金制度は多数ある。しかも、
そうした資金を用いて設備投資を行うことだけでなく、設備投資資金の回収を無理なく行うた
めに事業計画を綿密に立てることができている。これらのことから、農業法人の６次産業化へ
の展開においては、①農業法人特有の会計処理、税制に精通していること、②法人への補助を
行うための制度・仕組みが会計処理や税制と深く結びついて制度化されており、その獲得に向
けたノウハウを持っていること、③６次産業化に伴う設備投資を行うに伴い、販路の確保、安
定的な原材料の確保、過大ではない販売計画の策定、が求められると言えよう。
　そして、この設備投資の結果、ファーム・おだの集落還元額は広島県内の農業生産法人の平
均よりも２倍程度高い（岸保〔2015〕）。ファーム・おだは、農業法人の６次産業化によってコ
メを販売することのみならず、米粉パンの加工販売ができるようになり、結果として生み出さ
れる付加価値が増大することで他地域よりも多額の還元がなされている。米粉パン事業単体で
は赤字であるものの、法人全体では黒字になっており、事業によって生み出されている付加価
値の分配は、法人に関わる地域住民や従業員に対して十分に行われていることが示されている。


　3.2.3．バランスト・スコア・カードと戦略マップの導入
　広島県では県が主導し、地域住民の理解を得ながら地域を構成単位とする農事組合法人＝集
落法人が設立されてきた経緯がある。特に、広島県立農業技術センターでは集落法人の経営を
安定化させるためにさまざまな経営管理手法を教育する機会を設けてきた。その中の１つとし
て、ここではBSCの導入とその実例について示す。
　広島県立農業技術センターでは、2007（平成19）年度より農業版BSCの開発を進めてきた。
BSC は、財務、顧客、業務プロセス、人材と学習という４つの視点から組織が業績を生み出
すポイントを抽出し、経営目標と戦略の関連性を明確にするとともに、量的あるいは質的に設
定された業績管理指標として活用することを目的として作成される管理会計技法である。これ
に、広島県が作成した農業版BSCには、「地域」の視点が加えられているのが特徴である。山
本〔2008〕によれば、「地域」の視点を導入しているのは「高齢化と少子化による担い手不足
や耕作放棄地の増大によって集落の存続が危ぶまれる農業地域で、効率的で競争力のある集落
法人を設立することは、地域の存続にも影響を与える」（山本〔2008〕271頁）からだと説明さ
れている。これは広島県内の集落法人が「地域」を単位として設立されていることとも深く関
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係するであろう。
　こうした中で、さだしげは BSC の作成にいち早く取りかかった集落法人である。さだしげ
は2008（平成20）年７月から複数回の会合を重ねる中で、経営理念への理解を深めながら事業
領域を明確にし、SWOT分析を用いて環境資源分析を行い、重要戦略要因の抽出、BSC と戦
略マップの作成を順次進めてきた。以下では、その内容について述べていく。


　図３はさだしげで作成されたBSCである。このBSCを作成するにあたり、さだしげにおい
て定められた重要戦略要因は「消費者への情報発信」と「近隣の個人顧客の獲得」であり、原
価管理よりも収益を獲得する方策に重点が置かれている。そして、具体的な活動に落としこむ
ために、５つの視点にそれぞれの活動を分類し、組合員が取るべき行動が戦略目標として示さ
れている。例えば、業務プロセスの視点では農地や作物の管理だけでなく、消費者との交流イ
ベントや口コミの利用などのマーケティング活動も含まれている。また、顧客の視点では美味
しさや安全といった品質、価格設定や在庫数量の管理についてもまとめられている。ただ、こ
こでは具体的な業績評価目標が設定されているわけではなく、数値目標を達成することにより


図３　農事組合法人さだしげのバランスト・スコア・カード


出所）農事組合法人さだしげから提供された資料に基づく
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組合員のモチベーションを高めたり、行動を促すというよりも、意識づけに重点が置かれてい
る。


　このようにして抽出された戦略目標がどのように関連付けられているのかについてまとめた
のが図４の戦略マップである。これによれば、農業法人向けの BSC において特徴的な「地域
の視点」は一般的な BSC の財務の視点と並んで最も上位に位置づけられている。また、この
戦略マップには、現在実行している戦略目標、組織としては実行していない戦略目標、重要戦
略目標がそれぞれ示されている。ここでは、重要戦略要因との関係性が深い取り組みとして、
組合員が楽しみながら販売することや、顧客開拓の取り組みとしての消費者との交流イベント、


 


図４　農事組合法人さだしげの戦略マップ


出所）農事組合法人さだしげから提供された資料に基づく
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それによる顧客ニーズの把握を通じて販売額を増大させるというプロセスを説明し、表示して
いる。
　ここではさだしげの事例を示しているが、これまで筆者が調査を行ってきた集落法人におい
ては、法人の事務所への掲示や総会資料によって BSC が組合員に共有が図られている。しか
も、調査の中で BSC や戦略マップの作成意義について尋ねたところ、その作成プロセスにお
いて組合員同士のコミュニケーションが進むことが重要であるといった指摘があった。
　Kaplan and Norton〔1996〕では、BSCの業績評価能力を利用して、①ビジョンと戦略明確
にし、わかりやすい言葉に置き換える、②戦略目標と業績評価指標を結びつけ、周知徹底させ
る、③計画、目標設定、戦略プログラムの整合性を保つ、④戦略的フィードバックと学習を促
進するという一連のマネジメント・プロセスを構築し、戦略をマネジメントすると説明されて
いる（Kaplan and Norton〔1996〕訳書12頁）。そこでは、戦略目標を実現するために業績評
価指標を設定して数値目標を定める。そして、その数値目標を達成するために具体的な実行施
策を示される。ただし、本稿で見てきたように、さだしげにおける BSC では数値目標を示す
よりも、組織成員が取り組むべき活動を指し示すこと、そこへの意識づけに重点が置かれてい
るように見える。それも広島県における農業法人の設立が地域に根差したものであり、集落法
人の運営に組合員であるとともに住民でもある当該地域の人々の協力が不可欠であることが前
提になっていることで、人材への意識づけの装置として BSC が活用されていると言えそうで
ある。


　3.4．小括
　岩田〔1955〕は、簿記学を「決算中心主義の簿記」と「管理中心主義の簿記」と２つに区分
して理解していた。すなわち、前者は財務諸表を作成するため、利益計算を行うための計算構
造を中心に論じる簿記学であり、後者は企業経営の日常を管理するための簿記の機能について
論じたものであった。特に後者については、「毎日々々の日常的な管理の機能を果たすため」
（岩田〔1955〕11頁）のものであると述べていた。つまり、簿記は企業の日々の営みを記録す
るための装置であり、その記録によって企業の組織成員が日常的な管理を行うのに有用な情報
を提供することを指摘している。
　広島県では1998（平成10）年より各地で集落法人が設立され、同時に正規の簿記の原則にし
たがって複式簿記で取引を記帳し、利益計算と財産管理が行われるようになった。さだしげで
は2001年の法人化を契機に複式簿記を知り、ソフトの使い方を学びながら会計管理を行うよう
になったという。その後、10年間にわたり規則的・継続的に記録し、その情報を組織内部にお
ける意思疎通に用いることで、円滑な組織運営がなされるようになった。地域住民でもある組
合員のコンセンサスを取るひとつの指標として集落還元額という指標を示して法人が生み出し
た付加価値が地域にどれだけ分配されているのかを可視化できるようにした。そして、集落法
人に適した形でアレンジされた BSC の導入を県側から積極的に図ることによって、組織成員
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の戦略目標実現に向けた意識づけと具体的な活動施策が提示されている。
　このように、集落法人の設立とそれに伴う複式簿記による記録の取得と会計の導入によって、
農業において長年課題とされてきた経営と家計の未分離が解消され、管理という概念が根付い
たということは相当にインパクトがあったように思われる。しかも、そこで用いられている管
理技法は農業特有の補助金や交付金制度を活用していること、集落を基礎とした単位で成り
立っていることによって BSC では地域の視点が導入されていること、あるいは地域への付加
価値の還元額が示されていることが特徴ではあるが、それを除けば特別視しなければならない
ような要因はほとんど無いように思われる。むしろ、本稿で取り上げてきた集落法人では、こ
れまで一般的な企業で使われてきた管理技法を組織マネジメントのために適切に活用するだけ
でなく、法人と地域を見据えた未来志向的に活用していることに大きな特徴があるように思わ
れる。


４．おわりに：今後の研究課題
　これまで本稿では、農業会計学と会計学のそれぞれの視点から、農業主体における会計、特
に管理会計がどのように理解され、実践が行われているのかを示すことで管理会計研究の現状
把握と課題を検討してきた。本稿で明らかになった点は以下のとおりである。
　まず、農業会計学における管理会計研究では、農家、あるいは法人経営を行うための管理に
有用な会計情報の提供が意識されてきた。そして、農業が持つ特殊性を前提にして農業を行う
主体にどのように簿記や会計に基づいた経営管理という概念を根付かせるかに議論の中心が置
かれていた。
　次に、会計学の視点から見ると、戸田〔2014〕が指摘しているように、農業を行う経営主体
がどのような状況にあるのか、外部報告あるいは内部報告を通じて利害関係者との調整を行う
必要があるのかによって、複式簿記を含む記録の有効性が異なることを示している。しかも、
農業法人の設立を契機として複式簿記が導入され、利益計算と財産計算を行うようになったと
いう。広島県東広島市の農業法人への調査によれば、そこで作成された会計情報は組織成員間
のコミュニケーションを創発し、農業法人経営の安定化に寄与していることを示した。
　本稿では、農業管理会計を農業会計学と会計学という２つの視点から検討を行った。これに
よれば、農業会計学が農業の特殊性を前提とし、会計にその特殊性をいかに反映させるかを検
討しているのに対して、会計学では規則性のある貨幣量に基づく記録＝簿記がどのような役割
を果たしているのか、あるいは簿記によって作られた会計情報が法人内部でどのように用いら
れ、いかにして合意形成が図られているのかを事例をもとに示してきた。前者は農業に有用な
会計とは何かを問い、後者は農業という経営活動をいかに記録し、管理に用いるかという、研
究視点の違いが反映されている。ただ、どの視点であれ、法人経営の現場では渾然一体として
実務が進んでいく。そこでは、生産物の管理に用いられる記録が簿記の体系の中では補助簿的
に用いられる可能性もあれば、収量を上げるために肥料や設備投資を行うにあたっては貨幣量
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に基づく記録も捕捉される。これらの記録は、情報システムとして明示的に連携が取られてい
なくても、農業主体の中で有機的に結びつけて利用されている。
　農業会計学でいう管理の対象は主として生産高管理であり、それは原価管理に近い概念であ
る。また、農業の特殊性は十分に理解しうるが、他の産業においても特殊性は存在する。会計
学による管理会計研究が製造業のみならず、非製造業に展開されていることを鑑みれば、農業
管理会計もその特殊性を考慮しながら発展可能であるように思われる。農学と会計学の前提が
異なる中でも、その接点は何を対象にどのように「管理」を行うかにありそうである。
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